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富士川水防災対策特定河川事業（白子地区）
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「河川改修事業における事業の効率性の向上及び透明性の確保の留意事項について」（平成22年6月25日河
川局 治水課 企画専門官事務連絡）により、個別採択を行っている事業は、河川改修事業の再評価に加え、治 課 専門官事務 絡） り、 別採択を行 事業 、 改修事業 評価 、
別途採択単位での再評価を実施する。

＜個別採択を行っている事業＞
・特定構造物改築事業 ： 橋梁、排水機場など（概ね10億以上）機
・土地利用一体型水防災事業（平成13年度創設（平成18年度に名称変更））
・河川法第60条の「大規模改良工事」に該当する放水路や遊水地等整備事業

長さ750m以上の導水路、放水路、面積150ha以上の遊水地、長さ150m以上の堰など



１．富士川流域及び白子地区の概要

■富士川水系流域図 ■白子地区について

1

・甲府盆地は、その周辺を急峻
な山々に囲まれていることから、
交通の便がとても悪い地域で
した。そこで活躍したのが下流
の現富士市までを結ぶ富士川
舟運でした。白子地区はその
昔、甲州三河岸の一つ、鰍
沢（かじかざわ）河岸と言われ、
舟運の宿場町として栄えてい
ました。

富士川舟運

■富士川は、鋸岳（2,685m）を源流とし、甲府盆地を貫流し、途中笛吹川が合流します。その後、約
56kmの山間狭あい部を抜け、扇状地形の富士平野を貫流し、駿河湾に注ぐ一級河川です。

■白子地区（山梨県富士川町）は、釜無川と笛吹川の合流後、甲府盆地から山間狭あい部に流入する
場所に位置し、かつて舟運の宿場町として栄えたことから、富士川沿いに住居等が連坦していました。

のこぎりだけ

整備前の白子地区の状況

富士川

南川
みながわ

白子地区

白子
地区

糸魚川・静岡構造線

富士川水防災対策
特定河川事業
（白子地区）糸魚川

静岡構造線

静岡県

長野県

山梨県

埼玉県

東京都

神奈川県

群馬県

太平洋

水源：鋸岳
(標高2,685m)

のこぎり

いといがわ

釜無川 笛吹川

富士川

 流域面積 ：3,990km2

 幹川流路延長 ：128km
 流域内人口 ：1,135千人
 想定氾濫区域面積 ：260.0km2

 想定氾濫区域内人口：525千人
 想定氾濫区域内資産額：10,792億円

【流域及び氾濫域の諸元】

ふえふき

かまなし ふえふき



２．事業の概要

■水防災対策特定河川事業の概要

■土地利用状況等を考慮し、連続堤で整備した場合よりも効率的かつ効果的である場合には、床上
浸水被害等を解消するために行う輪中堤の築造や宅地の嵩上げ、浸水防止施設、貯留施設等の
整備を実施する事業です。

床上浸水被害等の解消のため
の対策を実施しないと、洪水時

計画高水位

に住居等が浸水してしまいます。

通常の築堤 宅地嵩上げ（水防災対策特定河川事業）

Ｈ.Ｗ.Ｌ.計画高水位 Ｈ.Ｗ.Ｌ.計画高水位

・堤防の整備により住居等のほとんどが移転
を伴います

・堤防の整備と相まって宅地嵩上げ等を
行い 良好な住環境の改善を行います

2

を伴います。
・残された住居等は劣悪な生活環境となります。

行い、良好な住環境の改善を行います。



２．事業の概要
■事業の必要性

■白子地区では、その地形・立地条件から、これまでに度々浸水被害を受けてきました。Ｓ５７には２度
の台風により浸水被害を受け、これを契機として早急な治水対策の要望が高まりました。

ふなば

船場地区
白子地区

釜無川

白子地区と船場地区の位置関係

白子地区

■浸水状況（S57.8 台風10号洪水の状況）
床上 39

床下 5

1.0

浸水戸数
（戸）

浸水面積（ha）

浸水範囲

船場地区

笛吹川

釜無川

富士川
船場地区

S57.8撮影

浸水範囲

富士川
船場地区の浸水状況（H57 8）

笛吹川

船場地区
白子地区

船場地区の浸水状況（H57.8）

S57痕跡水位

富士川白子地区 富士川

主な浸水実績

富士川 K35地点（白子地区）

ざ主な浸水実績
S34.8：台風7号（浸水戸数： 旧鰍沢町及び旧増穂町で544戸）
S36.6：梅雨前線豪雨（浸水戸数：旧鰍沢町で102戸）
S57.8：台風10号（浸水戸数：白子地区44戸，船場地区32戸）
S57.9：台風18号（浸水戸数：白子地区6戸，船場地区10戸）

計画高水位（T.P.+247m）

Ｓ57 8洪水痕跡水位

S57.8洪水の水位よりも
低い位置に住居等が存在

かじかざわ ますほ
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ひがしがわ

東川

富士川

Ｓ57.8洪水痕跡水位
（T.P.+245.27m）

みながわ

南川



２．事業の概要

■白子地区の事業の内容
工 期 ： 平成５年～平成１８年
総事業費 ： ２５．３億円
主な工種 ： 宅地嵩上げ １４，０００ｍ３

本川護岸 ４１０ｍ
支川護岸 ８１０

白子地区平面図

嵩上げ整備イメージ

支川護岸 ８１０ｍ
排水樋管 １箇所 等

旧居住地と計画高水位の高さ関係

宅地嵩上げ本川護岸

計画高水位

南川排水樋管

支川護岸（両岸）

富士川

南川

支川（南川）
みながわ支川

ひがしがわ

（東川）

堤防高が大きく不足
していました。

整備前の堤防高について

白子地区標準断面図 こうさい

甲西道路
宅地嵩上げ

計画高水位計画高水位

4

白子地区

現地状況

甲西道路



２．事業の概要
■完了までの経緯

■山梨県が白子地区と同様の地形特性にある船場地区から事業（宅地嵩上げ）に着手し、引き続き
Ｈ５に白子地区の事業（宅地嵩上げ）に着手しました。その後、白子地区については、Ｈ１３に水防
災対策特定河川事業の創設に伴い、国が当該事業を継承しました。

■また 効率的 効果的な事業推進の観点から 国道５２号バイパス事業（甲西道路）と連携し 共同
こうさい

Ｓ５７．８，Ｓ５７．９
台風１０号及び台風１８号により 白子地区及び船場

■また、効率的・効果的な事業推進の観点から、国道５２号バイパス事業（甲西道路）と連携し、共同
事業として推進しました。

白子地区と甲西道路との位置関係台風１０号及び台風１８号により、白子地区及び船場
地区において、浸水被害発生。

Ｓ６０

山梨県が船場地区において宅地等水防災対策事業

Ｈ５

山梨県が船場地区において宅地等水防災対策事業
（補助）による宅地嵩上げに着手。
（事業期間：Ｓ６０～Ｈ６）

一般国道５２号バイパス
甲西道路

釜無川

Ｈ５

山梨県が白子地区において宅地等水防災対策事業
（補助）による宅地嵩上げに着手。

Ｈ１３ ３

全延長：18.2km
内：白子地区0.5km

笛吹川

Ｈ１３．３

水防災対策特定河川事業（直轄）が創設され、山梨県
が実施していた宅地等水防災対策事業を、Ｈ１３．４
より直轄事業として継承。

富士川町
船場地区

富士川水防災対策
特定河川事業

5

Ｈ１８．１０
白子地区における河川事業が完了。

特定河川事業
（白子地区）富士川



２．事業の概要
■事業実施後の状況

■嵩上げにより 洪水に対して 安全性が向上しました■嵩上げにより、 洪水に対して、安全性が向上しました。

地盤嵩上げを実施
富士川

Ｈ２１．３

嵩上げ整備の状況護岸整備の状況

南川

かじかざわ

■かつて富士川舟運の宿場町として栄えた鰍沢河岸の歴史を活かしながら、現代版の地域交流の拠点として
の整備を自治体が計画しています

■当該地区の今後の活用について

の整備を自治体が計画しています。

富士川

6富士川河岸跡公園（交流拠点）整備イメージ 富士川舟運の当時の状況



３．事業の効果の発現状況

■事業の実施により、洪水が発生した場合においても、白子地区一帯の浸水域が解消されます。事 実 、洪 発 場 、 帯 浸 域 解 す。

[氾濫のイメージ（富士川町鰍沢）]
かじかざわ

国道52号

甲西道路
こうさい

浸水面積（ha）

32

40

50

100%の
浸水面積低減

富士川町鰍沢
市川三郷町

K40

K45

富士橋

浸水面積（ha）かじかざわ

いちかわみさと

国道52号

32

10

20

30浸水の
進行方向

白子地区

浸水面積低減

K33

K34

K35

白子地区

0
0

現況 整備後

浸水世帯数（戸）

整備前
K32

甲西道路

浸水戸数（戸）

こうさい

浸水世帯数（戸）

421

300

400

500

100%の
浸水戸数低減

国道52号

市川三郷町

K40

K45

富 橋

富士川町鰍沢

浸水戸数（戸）

かじかざわ

いちかわみさと

0
0

100

200
浸水被害が
解消

K33

K34

K35

富士橋

浸水被害
が解消

白子地区
現況 整備後

7
整備後 K32



４．費用対効果の分析
（１） 算出の流れ、方法

想定氾濫区域の設定

総便益（B）
●氾濫計算
計画規模の洪水及び発生確率が異なる流量規
模で氾濫計算を実施

・整 備 期 間 ：平成5年から平成18年
（14年）

総費用（C）

総事業費（建設費）の算出
事業費の算出は、事業着手時から現在ま
での実績事業費から総事業費を算出想定氾濫区域の設定（14年）

・河 道 条 件 等 ：平成20年現況河道
・対 象 波 形 ：昭和36年6月洪水
・対 象 規 模 ：1/10、1/20、1/30、

1/45、1/60、1/80、1/100、
(7ｹｰｽ)

総事業費（建設費）の算出 での実績事業費から総事業費を算出

想定被害額の算出
流量規模別に白子地区における被害額を算出
●直接被害

・一般資産被害
（家屋、家庭用品、事業所資産等）
・公共土木施設被害

事業期間内の維持管理費は、整備により
新たに発生する維持管理費のみを計上す

年平均被害軽減期待額

公共土木施設被害
●間接被害

・営業停止損失
・清掃労働対価
・家庭代替活動
・事務所における応急対応

維持管理費の算出

新たに発生する維持管理費のみを計上す
る。また、維持管理費は、事業実施後には
評価期間（50年間）にわたり支出されるも
のとする。

●被害軽減額
事業を実施しない場合（without）と事業を実施
した場合（with）の差分
●年平均被害軽減期待額
被害軽減額に洪水の生起確率を乗じた流量規
模別年平均被害額を累計することにより算出

残存価値の算出

総便益（B）の算出

模別年平均被害額を累計することにより算出

事業期間に加え、事業完了後50年間を評価対
象期間として、年平均被害軽減期待額に残存
価値を加えて総便益（B）とする

総費用（C）の算出
※費用は年4％の社会的割引率及びデ

フレーターを考慮して現在価値化して
いる。

※便益は年4％の社会的割引率を考慮して現
在価値化している。

費用対効果（B/C）の算出
8



４．費用対効果の分析
（２） 被害額の算出方法

被害項目 算出方法と根拠 （治水経済調査マニュアル(案)より） 対象区域

一
般
資
産

家屋 被害額＝（延床面積）×（評価額）×（浸水深に応じた被害率）

家庭用品 被害額＝（世帯数）×（評価額）×（浸水深に応じた被害率）

直
接
被
害

産
被
害 洪水流の氾濫

区域に適用

事業所償却・在庫資産 被害額＝（従業者数）×（評価額）×（浸水深に応じた被害率）

農漁家償却・在庫資産 被害額＝（農漁家戸数）×（評価額）×（浸水深に応じた被害率）

農作物被害 被害額＝（農作物資産額）×（浸水深及び浸水日数に応じた被害率）

公共土木施設等被害 被害額＝（一般資産被害額）×（一般資産被害額に対する被害比率）

営業停止損失 被害額＝（従業者数）×（(浸水深に応じた営業停止日数＋停滞日数)／2）×（付加価値額）

間
接
被
害

営業停止損失 被害額＝（従業者数）×（(浸水深に応じた営業停止日数＋停滞日数)／2）×（付加価値額）

洪水流の氾濫
区域に適用

応
急
対

家庭における応急対策費用
(清掃労働対価)

清掃労働対価＝（世帯数）×（労働対価評価額）×（浸水深に応じた清掃延日数）

家庭における応急対策費用
(代替活動等に伴う支出増)

代替活動等に伴う支出増＝（世帯数）×（浸水深に応じた代替活動等支出負担単価）
害 策

費
用

(代替活動等に伴う支出増)
代替活動等 伴う支出増 （世帯数） （浸水深 代替活動等支出負担単価）

事業所における応急対策費用 事業所における応急対策費用＝（事業所数）×（浸水深に応じた代替活動等支出負担単価）

・資産データ ：平成１７年度国勢調査、平成１８年度事業所・企業統計調査、

平成１８年度国土数値情報、平成１７年度（財）日本建設情報総合センター

9



●水防災対策特定河川事業 関する総便益（ ）

４．費用対効果の分析
（３）費用対効果の算定

●水防災対策特定河川事業に関する総便益（Ｂ）

水防災対策特定河川事業に係わる便益は、洪水氾濫区域における家屋、農作物、公共施設等に想定され
る被害に対して、年平均被害軽減期待額を「治水経済調査マニュアル（案）」に基づき計上

総便益(Ｂ)
※ 社会的割引率（年4%）及びデフレーターを用いて

現在価値化を行い費用を算定
※ 表示桁数の関係で費用対効果算定資料と一致しない

場合がある。

総便益(Ｂ) 

①被害軽減効果 ４８．９億円

②残存価値 ０．３億円

③総便益(① ②) ４９ ２億円

水防災対策特定河川事業に係わる建設費及び維持管理費を計上

③総便益(①+②) ４９．２億円

●水防災対策特定河川事業に関する総費用（Ｃ）

水防災対策特定河川事業に係わる建設費及び維持管理費を計上

総費用(Ｃ) 

④建設費 ４１．９億円
※ 社会的割引率（年4%）及びデフレーターを用いて

現在価値化を行い費用を算定④建設費 億円

⑤維持管理費 ０．２億円

⑥総費用(④+⑤) ４２．１億円

現在価値化を行い費用を算定
※ 表示桁数の関係で費用対効果算定資料と一致しない

場合がある。

便益の現在価値化の合計＋残存価値
Ｂ／Ｃ ＝

建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計

●算定結果（費用便益比）

建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計

＝ １．２
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５．費用対効果分析の算定基礎となった要因

（１） 費用対効果分析条件等の比較

新規事業採択時 事後評価 新規事業採択時

■事業費についての増減は微小でありましたが、洪水の被害軽減を算出する計算に用いるデータ
が変わったことや、評価時点の違いにより、総便益及び総費用に変更が生じました。

新規事業採択時

（H12）

事後評価

（H23）

新規事業採択時

からの変化
変化及びその要因

工期

Ｈ5～Ｈ15
（11年間）

Ｈ5～Ｈ18
（14年間）

・家屋補償の難航による延長

埋蔵文化財調査の実施とその期間延長
期 （ 年間）

※直轄採択はＨ13
（14年間） ・埋蔵文化財調査の実施とその期間延長

Ｂ／Ｃ ２．５ １．２ 約０．５倍

総便益

（Ｂ）
５９．４億円 ４９．２億円 約０．８倍

・現在価値化による影響
・河道状況の変化に伴う氾濫量の減少

（－１０．２億円）

現在価値化による影響

総費用

（Ｃ）

２３．９億円 ４２．１億円 約１．８倍
・現在価値化による影響

（＋１８．２億円）

〈３１．８億円〉
建設費 ２５ ４億円

〈２５．６億円〉
建設費 ２５ ３億円 〈約０ ８倍〉

・維持管理費の積み上げ方の変更
建設費：２５．４億円

維持管理費：６．４億円

建設費：２５．３億円

維持管理費：０．３億円

〈約０．８倍〉
（－６．１億円）

〈 〉：現在価値化前の建設費＋維持管理費
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５．費用対効果分析の算定基礎となった要因
（２）工期の変化要因

■本事業は 対岸の船場地区完成後（整備期間Ｓ６０～Ｈ６）に着手となり 着手後においては■本事業は、対岸の船場地区完成後（整備期間Ｓ６０～Ｈ６）に着手となり、着手後においては、
家屋補償の難航による遅れや、埋蔵文化財調査の必要性が生じたこと及びその調査期間の
延長に伴い、事業が長期化しました。

埋蔵文化財調査状況写真地区 Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ 埋蔵文化財調査状況写真地区 Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

測量，家屋調査等

凡例

採択時

工程見直し時

富士川

家屋補償

想定していた深度より深い位置にまで
何層にも埋文が存在 調査量が増え

家屋補償
の難航に
よる遅れ

（埋蔵文化財調査判明時）

実 施

大正時代の改修
工事により破壊さ

米蔵跡地
埋蔵文化財調査

何層にも埋文が存在。調査量が増え、
期間延長が必要となった。

試掘等の調査準備・計画立案

更に、嵩上げ南川護岸部

れたと考えられて
いた鰍沢河岸の
施設について、南
川護岸部にて確
認の調査を行った
ところ、埋文が発
見された。そのた

発見された壺や徳利

埋蔵文化財調査
の期間が延長した
影響によるもの

部の試掘調査
により、広範囲
の埋文を確認

南 護岸部
にて調査を
実施し、埋
文を確認

め、更なる調査が
必要となり、計画
を立案することと
なった。

埋蔵文化財調査
が必要となった
影響によるもの

かじかざわ

鰍沢河岸跡における埋蔵文化
財調査では、宿場町としての
繁栄を物語る数多くの貴重な
遺物が出土しました。また、洪

発見された壺や徳利
工事（本川護岸，嵩上

げ， 排水樋管等）

影響によるもの
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遺物が出土しました。また、洪
水常習地帯であったことから、
石垣等の遺構が地中深く何層
にも積み重なっていました。

山梨県 整備期間 国土交通省 整備期間



６．コスト縮減の取り組み

■河道内に堆積している土砂を、掘削・運搬し、嵩上げ用の材料として流用することにより、

約４ｋｍ上流の河道内から
堆積土砂を掘削

■河道内に堆積している土砂を、掘削 運搬し、嵩上げ用の材料として流用することにより、
約２０百万円のコスト縮減を図りました。

堆積土砂を掘削

購入土にて
嵩上げを実施

上流の河道内から掘削土を
運搬し、嵩上げを実施

河道内
掘削箇所
（三郡橋下流）

げ

計画高水位

整備前地盤

嵩上げ

白子地区

全土量を流用土とした全土量を購入土とした

約２０百万円のコスト縮減を
図りました。

全土量を流用土とした

場合

約１３．２百万円

全土量を購入土とした

場合

約３３．６百万円
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購入土：約２，４００円／ｍ３
土 量：約１４，０００ｍ３

流用土：約９４０円／ｍ３
土 量：約１４，０００ｍ３



７．社会情勢等の変化
■氾濫解消エリアの人口・資産及び土地利用について、エリア全体として、事業前後で大きな変化はありません。

ただし 事業実施エリアである白子地区においては 事業の長期化に伴い 土地利用形態に変更があり 自治

８．今後の事後評価及び改善処置の必要性

ただし、事業実施エリアである白子地区においては、事業の長期化に伴い、土地利用形態に変更があり、自治
体が計画を変更しました。

■事業完了以降、Ｈ２３台風１５号（戦後第４位）の出水が ありましたが、被害は生じませんでした。また、計画規模
の出水に対しても、本事業の実施により、浸水被害の軽減効果が期待され、事業の有効性は十分見込まれるこ
とから、今後の事後評価及び改善処置の必要はないと思われます。

９．同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直し等の必要性

■事業が長期化するときには、地域住民に対し、より丁寧にミュニケーションをとる事が重要であると考えます。
なお 同種事業の事業評価手法の見直しの必要はないと思われますなお、同種事業の事業評価手法の見直しの必要はないと思われます。

10．本事業を通じて得られたレッスン（知見など）

当初地元住民は 対岸の「船場地区 同様 安全で良好な環境となることに強い期待を持 ていましたが 事業当初地元住民は 対岸の「船場地区 同様 安全で良好な環境となることに強い期待を持 ていましたが 事業

本事業に伴う知見として本事業に伴う知見として

・当初地元住民は、対岸の「船場地区」同様、安全で良好な環境となることに強い期待を持っていましたが、事業
の長期化が懸念され、高齢化した住民が将来に不安をもつこととなりました。

・当初地元住民は、対岸の「船場地区」同様、安全で良好な環境となることに強い期待を持っていましたが、事業
の長期化が懸念され、高齢化した住民が将来に不安をもつこととなりました。

本事業に伴う知見として
・事業を長期化させる要因については、計画的に対処する必要があります。埋蔵文化財調査については、調査機

関と密接に連携を取りながら、協議を進めていくことが重要であり、また、地域住民に対しては、事業の状況等に
ついて、より丁寧に説明を図る事が重要であると考えます。

本事業に伴う知見として
・事業を長期化させる要因については、計画的に対処する必要があります。埋蔵文化財調査については、調査機

関と密接に連携を取りながら、協議を進めていくことが重要であり、また、地域住民に対しては、事業の状況等に
ついて、より丁寧に説明を図る事が重要であると考えます。
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白子地区の整備により、同地区及び上流地区の洪水に対する安全性は高まりました。今後、
自治体が地域交流拠点としての整備を計画しております。
白子地区の整備により、同地区及び上流地区の洪水に対する安全性は高まりました。今後、
自治体が地域交流拠点としての整備を計画しております。
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